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Ⅰ 調査の概要 
 

１．調査の目的 

 この調査は、第一次いなべ市総合計画の策定に向けて、将来のまちづくりに関する市民あ

るいは事業者の意向を把握することにより、いなべ市の現状及び課題を抽出し、行政運営方

針や計画立案のための基礎資料とすることを目的として実施しました。 

 

２．調査方法 

（１）住民意識調査 

 いなべ市在住の 20歳以上の男女を対象に、住民基本台帳より無作為に 3,000人抽出し、

郵送で配布・回収を行いました。（調査期間：平成16年８月２日から８月16日） 

（２）中学生アンケート調査 

 いなべ市の中学校に通う２年生の男女464人を対象とし、学校を通じて配布・回収を行い

ました。（調査期間：平成16年９月６日から９月10日） 

（３）事業者アンケート調査 

 いなべ市内にある事業所から無作為に50件抽出し、郵送で配布・回収を行いました。 

（調査期間：平成16年９月３日から９月17日） 

 

３．回収結果 

■回収標本数：１）住民意識調査    …1,479票／3,000票（回収率49.3％） 

２）中学生アンケート調査…  453票／  464票（回収率97.6％） 

３）事業者アンケート調査…   40票／   50票（回収率80.0％） 

 

４．報告書の見方について 

（１）グラフの見方について 

①集計結果は、すべて小数点以下第２位を四捨五入しており、回答比率の合計が100.0％に

ならないことがあります。 

②複数回答形式の設問の場合、回答比率の合計が100.0％を超えることがあります。 

③グラフ及び表中の「Ｎ」とはＮｕｍｂｅｒ ｏｆ ｃａｓｅの略であり、集計対象者総数

を表しています。 
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30歳～39歳

14.5%

40歳～49歳

14.7%

50歳～59歳

19.9%

60歳～69歳

18.9%

70歳以上

21.3%

20歳～29歳

10.8%

不明

0.0%

N(総数)=1,479
専門職（役員、医

師、弁護士、芸術
家、宗教家、政治家

など）
3.9%

不明

0.6%
その他

2.7%

学生（予備校生を含

む）
1.4%

主婦（主として家事

に従事している女
性）
15.0%

会社員、公務員

31.4%

自営商工サービス業

とその家族従事者
8.1%

パートタイマー、フ

リーアルバイター
11.4%

無職

18.8%

農林業とその家族従

事者（兼業農家を含
む）
6.8%

N(総数)=1,479

藤原地区

18.7%

北勢地区

30.8%
大安地区

32.7%

員弁地区

17.8%

不明

0.1%

N(総数)=1,479

社宅

0.6% その他

1.6%
不明

0.1%

公営住宅

0.2%

民間の借家（一戸建

て、マンション等）
1.7%

持ち家（一戸建て、マ

ンション等）
94.7%

間借り（アパート、下

宿など）
1.1%

N(総数)=1,479

 

Ⅱ 住民意識調査・中学生アンケート調査の結果 
 

１．回答者の属性（住民意識調査） 

 

（１）年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）職業 

（４）住まいの形態 

図表１－１ 年齢＜20歳以上・単純＞ 図表１－２ 職業＜20歳以上・単純＞ 

図表１－３ 地区＜20歳以上・単純＞ 図表１－４ 住まいの形態＜20歳以上・単純＞ 
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県外の他市町村

に住んだ後、帰っ
てきた
10.9%

ずっと「いなべ市

（旧4町内）」に住
んでいる
64.0%県内の他市町村

に住んだ後、帰っ
てきた
6.3%

県内の他市町村

の生まれである
14.3%

不明

4.5%

N(総数)=1,479

30年以上

54.3%

不明

1.2%

20年以上30年

未満
17.2%

5年以上10年未

満
7.6%

5年未満
7.6%

10年以上20年

未満
12.1%

N(総数)=1,479

藤原地区

14.6%

北勢地区

31.1%

大安地区

33.3%

員弁地区

20.3%

不明

0.7%

N(総数)=453

 

（５）居住歴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．回答者の属性（中学生アンケート調査） 

 

（１）地区 

図表２－１ 地区＜中学生・単純＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）居住期間 

図表１－４ 居住歴＜20歳以上・単純＞ 図表１－６ 居住期間＜20歳以上・単純＞ 
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82.1

3.3

7.4

3.0

12.1

14.1

15.1

30.3

42.1

14.3

4.8

14.9

1.6

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自然環境

歴史的文化遺産

伝統文化

観光レクリエーション施設

教育、文化、スポーツ
活動が充実

農産品や特産品

福祉が充実している

隣人互助精神
（地域の人間関係が良い）

土地や住宅のスペースに
恵まれている

まちへの愛着が深い

まちづくりへの取り組みが
熱心

特にない

その他

不明

N(総数)=1,479

17.9

3.3

36.2

1.1

7.5

6.2

3.1

1.5

9.3

9.1

11.3

27.8

39.3

16.8

2.9

12.1

13.0

13.5

8.8

2.4

2.6

2.9

20.1

5.3

2.9

4.6

1.1

0% 20% 40% 60%

聖宝寺

鳴谷の滝

藤原岳

御池岳

竜ヶ岳

中里ダム

農業公園

自然科学館

ゴルフ場

万葉の里公園

白滝

青川峡キャンピングパーク

いなべ公園

宇賀渓キャンプ場

大安郷土資料館

両ヶ池公園

大安図書館駅

農業

しいたけ

マスの甘露煮

梅ジュース及び加工品

草木染

茶

自動車製造関連企業

赤米酒

その他

不明

N(総数)=453

 

３．いなべ市の誇り・魅力、住み心地について 

 

（１）誇り・魅力について 

〇自然環境が約８割。中学生はいなべ公園と藤原岳。 

・ いなべ市の誇り・魅力については、「自然環境」が82.1％と最も高く、次いで「土地や住

宅のスペースに恵まれている」が42.1％、「隣人互助精神（地域の人間関係が良い）」が30.3％

となっており、自然や空間、人に誇り・魅力を感じていることがわかります。 

・ 中学生が思っている誇り、あるいは魅力について具体的に尋ねたところ、「いなべ公園」

が39.3％と最も高く、次いで「藤原岳」が36.2％、「青川峡キャンピングパーク」が27.8％

となっています。また、特産品の中では「茶」が20.1％と最も高くなっています。 

 

図表３－１ 誇り・魅力＜20歳以上・単純＞      図表３－２ 誇り・魅力＜中学生・単純＞ 
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14.0

56.1

7.0

1.3

20.2

1.4

9.9

42.8

10.6

1.5

34.7

0.4

0% 20% 40% 60% 80%

たいへん住みよい

住みよい

住みにくい

たいへん住みにくい

特に意識していない

不明

20歳以上の住民 中学生
N(総数)=20歳以上の住民：1,479

　　　　　  中学生　　　　　 ：  453

 

（２）住み心地について 

〇『住みよい』と感じている人が20歳以上、中学生とも半数以上。 

・ いなべ市の住み心地について尋ねたところ、「住みよい」が56.1％と半数を超えています。

「たいへん住みよい」の14.0％を加えると『住みよい』と感じている人は70.1％となってい

ます。 

・ 中学生は52.7％が『住みよい』と感じています。 

 

図表３－３ 住み心地＜単純＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）住みよいと思う理由 

〇住みよさの理由は豊かな自然に恵まれているところ。 

・ 『住みよい』と答えた1,037人にその理由を尋ねたところ、「豊かな自然に恵まれている」

が90.0％と群を抜いており、誇り・魅力でみられたように、自然の豊富さが住みよさの評価

につながっています。続く回答は「買い物が便利」が37.8％、「人情や気風が良い」が32.6％

となっています。 

・ 中学生も「豊かな自然に恵まれている」が最も高くなっています。２位以下は「スポーツ

活動や文化活動を楽しむ環境が充実している」が46.9％、「人情や気風が良い」が41.4％と

なっています。 
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90.0

11.7

20.1

11.7

29.7

8.4

46.9

41.4

2.5

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

豊かな自然に恵まれている

道路や公共交通機関が整備
されていて便利である

買い物が便利

住環境が整備されている

福祉や健康づくりの
取り組みが充実している

医療機関に恵まれている

スポーツ活動や文化活動を
楽しむ環境が充実している

人情や気風が良い

その他

不明

N(総数)=239

90.0

22.2

37.8

17.1

15.9

24.0

7.9

32.6

1.9

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

豊かな自然に恵まれている

道路や公共交通機関が
整備されていて便利である

買い物が便利

住環境が整備されている

福祉・保健が充実している

医療機関に恵まれている

生涯学習体系が充実している
（教育、文化、スポーツなど）

人情や気風が良い

その他

不明

N(総数)=1,037

 

図表３－４ 住みよいと思う理由＜単純＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）住みにくいと思う理由 

〇住みにくい理由は交通や消費生活が不便なところ。 

・ 『住みにくい』と答えた123人にその理由を尋ねたところ、「交通が不便」が67.5％と最

も高く、次いで「店が少なく消費生活が不便」が42.3％、「人間関係が難しい」が33.3％と

なっており、生活の利便性をあげる人が特に多くなっています。 

・ 中学生は「店が少なく消費生活が不便」が 85.5％と 20歳以上を上回っています。また、

「スポーツ活動や文化活動をする機会・場所が少ない」が29.1％と３位となっており、利便

性に加えてスポーツ・文化活動を行う環境の充実も求められています。 

 

 

－20歳以上住民意識調査－ －中学生アンケート調査－ 
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14.5

52.7

85.5

16.4

5.5

9.1

29.1

18.2

14.5

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

気候がきびしい

交通が不便

店が少なく買い物が不便

住宅・公園・下水道網など
生活基盤の整備が遅れている

福祉や健康づくりへの
取り組みが遅れている

病院などの医療機関が少ない

スポーツ活動や文化活動をする
機会・場所が少ない

人間関係がむずかしい

その他

不明

N(総数)=55

18.7

67.5

42.3

21.1

28.5

26.0

16.3

33.3

9.8

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

気候がきびしい

交通が不便

店が少なく消費生活が不便

自分にあう仕事（職場）
がないから

住環境など都市生活基盤の
整備が遅れている

福祉・保健面の整備が
遅れている

文化・スポーツなどの
娯楽性に乏しい

人間関係がむずかしい

その他

不明

N(総数)=123

67.9

19.3

9.8

0.9

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住み続けたい

当分の間は住み続けたい

機会があれば市外へ出たい

すぐにでも市外へ出たい

不明

N(総数)=1,479

13.7

15.2

24.9

45.9

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

できればずっと住み続けたい

いったん出るが将来は
この地域で住みたい

できれば地域外で住みたい

わからない

不明

N(総数)=453

 

図表３－５ 住みにくい理由＜単純＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）今後の居住意向 

〇今後の居住希望は９割弱。中学生で将来『住みたい』と思っている人は３割。 

・ 今後の居住意向は「住み続けたい」が67.9％、「当分の間は住み続けたい」が19.3％と、

『住み続けたい』と思っている人は87.2％となっています。 

・ 中学生は「できればずっと住み続けたい」が13.7％、「いったん出るが将来はこの地域で

住みたい」が15.2％と、将来『住みたい』と思っている人は合わせて28.9％となっています。 

 

図表３－６ 今後の居住意向＜20歳以上・単純＞  図表３－７ 今後の居住意向＜中学生・単純＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－20歳以上住民意識調査－ －中学生アンケート調査－ 
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45.9

49.3

16.0

20.0

20.9

4.9

10.5

18.5

43.4

36.8

1.6

3.1

0% 20% 40% 60% 80%

誰もが利用しやすい道路や公共施設の整備

高齢者への福祉制度の充実

障害者への福祉制度の充実

児童や母子・父子への福祉制度の充実

高齢者の社会参加機会の拡大

障害者の社会参加機会の拡大

障害者の自立と社会参加への住民の理解

ボランティアや地域活動の推進

住民みんなの医療・保健事業の充実

介護や健康保険制度の充実

その他

不明

N(総数)=1,479

 

４．福祉について 

 

（１）福祉の充実策について 

〇高齢者をはじめ、全ての人を対象とした充実策が求められています。 

・ 福祉を充実させていくために重要なことは、「高齢者への福祉制度の充実」が49.3％と最

も高く、次いで「誰もが利用しやすい道路や公共施設の整備」が45.9％、「住民みんなの医

療・保健事業の充実」が43.4％となっており、高齢者を対象とした制度の充実とともに、全

ての人を対象とした利用しやすい公共施設整備や医療・健康づくりが重要と思われています。 

 

図表４－１ 福祉の充実策＜20歳以上・単純＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）高齢者対策について 

〇高齢者対策は、年金、医療、介護家族への支援が求められています。 

・ 高齢者対策については、「年金制度の充実」が52.1％と最も高く、次いで「医療の充実」

が47.3％、「介護している家族への支援」が38.9％となっており、生活を保障する制度の充

実とともに、医療や介護家族への支援が求められています。 
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47.3

52.1

32.8

26.1

12.8

9.7

38.9

10.8

7.6

6.8

13.5

22.7

0.6

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医療の充実

年金制度の充実

入所施設の整備

在宅サービスの充実

就労の促進

地域ボランティア活動など社会参加の促進

介護している家族への支援

バリアフリーの促進

相談体制の充実

世代間交流の推進

文化、学習、スポーツ活動など高齢者の余暇の充実

家庭や地域における助け合い

その他

不明

N(総数)=1,479

 

図表４－２ 高齢者対策＜20歳以上・単純＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）少子化対策について 

〇少子化対策は、母子保健・医療サービスの充実、保育・教育費負担の軽減、男性

の育児参加が求められています。 

・ 少子化対策については、「安心して出産や育児ができる母子保健、医療サービスの充実」

が42.5％と最も高く、次いで「保育所の費用負担の軽減や教育費の負担の軽減」が36.0％、

「男性も女性と一緒に家事、育児に参加していくという意識の啓発」が34.4％となっており、

子どもを生み、育てていくためのサービスや費用と男性の育児参加が求められています。 
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34.4

42.5

22.0

26.0

12.2

28.9

21.4

36.0

17.0

3.9

20.1

2.9

6.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性も女性と一緒に家事、育児に
参加していくという意識の啓発

安心して出産や育児ができる
母子保健、医療サービスの充実

受験戦争の緩和などゆとりある教育の推進

乳児保育や延長保育などの
保育サービスの充実

週休2日制など労働時間の短縮

育児休業制度や出産女性の
再雇用制度の充実

育児手当や乳幼児医療費助成等の充実

保育所の費用負担の軽減や
教育費の負担の軽減

親の価値観、生活様式変革

住宅スペースの確保

地域ぐるみでの子育て支援体制

その他

不明

N(総数)=1,479

 

図表４－３ 少子化対策＜20歳以上・単純＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．教育・学習について 

 

（１）子どもたちの教育環境について 

〇人権や福祉教育、体験学習等の環境整備が求められています。 

・ 子どもたちの教育環境の整備方策については、「いじめや差別をおこさない人権教育」が

38.7％と最も高く、次いで「福祉などの社会参加および情操教育」が33.1％、「農作物づく

りなどの体験学習や野外活動の充実」が31.4％となっており、幼いころからの人権教育や福

祉、農業にふれるといった情操教育・体験学習が求められています。 
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31.4

33.1

5.8

11.8

12.3

18.9

19.7

16.6

38.7

1.8

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農作物づくりなどの体験学習や
野外活動の充実

福祉などの社会参加および情操教育

都市圏や海外との交流

文化・芸術・スポーツ活動の強化

コンピュータの充実など社会ニーズに
応じた環境整備

学校・家庭・地域の一体化

学校・家庭・地域の指導力の向上

身近な遊び場の整備

いじめや差別をおこさない人権教育

その他

不明

N(総数)=1,479

22.8

36.0

28.9

53.5

14.0

29.4

30.4

32.5

2.0

7.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

スポーツ教室

文化的な学習や文化観賞

人権・福祉・環境など社会的な学習

健康づくりに関すること

育児、教育に関すること

技能習得や資格の取得に関すること

自然を活用した野外学習活動

パソコンやインターネットなどＩＴ（情報通信技術）に関すること

その他

不明

N(総数)=1,479

 

図表５－１ 教育環境＜20歳以上・単純＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）今後したい、続けたい学習活動について 

〇半数以上の人が健康づくりに関する学習をしたい（続けたい）と思っています。 

・ 今後希望する学習活動については、「健康づくりに関すること」が53.5％と群を抜いてお

り、市全体の高齢化とともに健康づくりへの関心が高まっています。次いで「文化的な学習

や文化観賞」が36.0％、「パソコンやインターネットなどＩＴ（情報通信技術）に関するこ

と」が32.5％となっています。 

 

図表５－２ 学習活動＜20歳以上・単純＞ 
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42.9

30.2

30.4

48.5

3.1

13.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

役所以外の施設での住民票・税務証明等の発行

インターネットを使った健康や福祉などについての相談

インターネットを使ったまちの情報発信

ケーブルテレビでの行政情報番組の放送

その他

不明

N(総数)=1,479

35.8

22.3

79.9

16.9

75.1

1.8

20.4

11.5

4.4

14.2

0.8

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

広報紙

回覧板

新聞

本（週刊誌、雑誌など）

テレビ

DMや会報

インターネット

ケーブルテレビ

ポスターなどの掲示物

クチコミ

その他

不明

N(総数)=1,479

 

６．ＩＴ（情報通信技術）の活用について 

 

（１）ＩＴ（情報通信技術）を活用した地域情報化について 

〇ケーブルテレビの活用や役所以外での行政サービスが求められています。 

・ ＩＴ（情報通信技術）の活用については、「ケーブルテレビでの行政情報番組の放送」が

48.5％と最も高く、市民にとって身近な情報媒体を活用した地域情報化が求められています。

次いで「役所以外の施設での住民票・税務証明等の発行」が42.9％となっています。 

 

図表６－１ ＩТの活用＜20歳以上・単純＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）最も多く利用する情報手段について 

〇最も多く利用する情報手段は、新聞、テレビ、広報紙。 

・ 利用する情報手段は、「新聞」が79.9％と最も高く、次いで「テレビ」が75.1％、「広報

紙」が35.8％となっています。 

 
図表６－２ 情報手段＜20歳以上・単純＞ 
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16.2

30.8

23.6

11.9

15.5

37.5

23.0

8.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農業の発展を図るため、農地を拡大

都市的な発展を図るため、
商店街、道路などの用地を拡大

工場の誘致を図るため、
新たに工業用地を確保

観光振興を図るため、別荘、レストラン、
駐車場などの用地を確保

都市のベッドタウン化を図るため、
宅地用地を確保

公園などの公共用地を拡大

現状のまま

不明

N(総数)=1,479

 

７．土地利用について 

 

（１）土地利用の方向性について 

〇公園などの公共用地拡大や都市的な発展が求められています。 

・ 「公園などの公共用地を拡大」が 37.5％と最も高く、次いで「都市的な発展を図るため、

商店街、道路などの用地を拡大」が30.8％、「工場の誘致を図るため、新たに工業用地を確

保」が23.6％となっており、ゆとりやうるおいを求める一方で、にぎわいや活力の創出とい

った土地利用の推進が望まれています。 

 
図表７－１ 土地利用＜20歳以上・単純＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．産業について 

 

（１）いなべ市の産業発展について 

〇優良企業の誘致及び農地の保全と農業後継者の育成が求められています。 

・ 「優良企業の誘致」46.5％、「農地の保全と農業後継者の育成」44.2％がほぼ並んでいま

す。次いで観光の振興、地元工業の振興、商業の振興がいずれも３割弱となっており、新た

な企業による地域の活性化と既存産業の振興策が求められています。 
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18.5

44.2

29.3

46.5

29.3

29.8

17.1

25.1

2.0

8.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農林業の振興

農地の保全と農業後継者の育成

既存の地元工業の振興

優良企業の誘致

商店街の活性化による商業の振興

資源を活用した観光の振興

新たなレジャー産業の振興

ベンチャー企業の育成

その他

不明

N(総数)=1,479

12.6

18.5

29.9

31.7

3.2

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平等になっている

近い将来平等になる

時間はかかるがいずれ平等になる

男女平等にはならない

その他

不明

N(総数)=1,479

 

図表８－１ 産業発展策＜20歳以上・単純＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９．男女共同参画について 

 

（１）男女平等について 

〇『平等になる』は約５割、『平等にならない』は約３割。 

・ 男女平等について感じていることは、「男女平等にはならない」31.7％及び「時間はかか

るがいずれ平等になる」29.9％がほぼ並んでいます。「平等になっている」は12.6％と最も

低くなっています。 

・ 「近い将来平等になる」及び「時間はかかるがいずれ平等になる」を合わせた『平等にな

る』は48.4％と５割弱になっています。 

 

図表９－１ 男女平等意識＜20歳以上・単純＞ 
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21.8

24.1

28.2

34.3

17.6

13.4

40.2

1.6

5.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あらゆる機会に女性が参加し、女性の視点や意見を反映

男女が共に地域活動への参加が促進されるよう
啓発及び活動支援

男女が共に労働の分野で能力を発揮できるよう、
就労における男女平等を推進

育児や介護など、家庭責任を男女が共に担うという
認識を定着

女性の妊娠・出産という役割の社会的重要性についての認
識を広く浸透

幼児から一貫した男女平等教育を推進

地区のしきたりや固定観念を見直していく

その他

不明

N(総数)=1,479

 

（２）男女共同参画社会の実現について 

〇地域、家庭、就労の分野での取り組みが特に重要。 

・ 男女共同参画社会を実現するためには、「地区のしきたりや固定観念を見直していく」が

40.2％と最も高く、次いで「育児や介護など、家庭責任を男女が共に担うという認識を定着」

が34.3％、「男女が共に労働の分野で能力を発揮できるよう、就労における男女平等を推進」

が28.2％となっており、地域、家庭、就労の分野からの取り組みが特に重視されています。 

 

図表９－２ 男女共同参画＜20歳以上・単純＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10．災害対策について 

 

（１）災害対策について 

〇災害時の情報提供と事前の啓発・安全対策が特に求められています。 

・ 災害対策については、「災害時の迅速な情報提供」が42.1％と最も高く、次いで「避難場

所や危険箇所を示した防災マップや対処方法のパンフレット作成などの啓発」が32.9％、「電

気・ガス・水道・電話などのライフラインの安全対策」が29.5％となっており、災害時の情

報提供と事前の啓発・安全対策が特に求められています。 
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19.5

32.9

16.5

24.1

24.7

29.5

42.1

0.7

3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地震災害を予知するための基礎調査や研究

避難場所や危険箇所を示した防災マップや対処方法の
パンフレット作成などの啓発

自主防災組織など民間防災組織の育成、訓練

崩壊危険地・地盤沈下・地下水噴出による地盤の液状化
などの災害危険地帯の安全対策強化

食料、飲料水など、生活必需物資の備蓄対策

電気・ガス・水道・電話などのライフラインの安全対策

災害時の迅速な情報提供

その他

不明

N(総数)=1,479

 

図表10－１ 災害対策＜20歳以上・単純＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11．日常生活について 

 

（１）日常の行動圏域について 

〇日常的な買い物や外出については、ほぼいなべ市内で行動されています。 

・ 普段の様々な行動場所について尋ねたところ、「日常の買い物」「病気やケガの治療や通

院」「グラウンド・体育館などの体育施設の利用」では、いなべ市への回答が７割を超え、

これら以外の項目も含めると13項目中10項目でいなべ市での行動が最も多くなっています。 

・ 一方、「高級衣料品や電化製品、家具などの購入」「映画、コンサート、スポーツ観戦な

どの娯楽施設に行く」では桑名市、「日帰りの行楽に出かける」ではその他県外への回答が

最も多くなっており、いなべ市以外では桑名市との生活圏の結びつきが特に強いことが分か

ります。 
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21.2

10.1

1.6

2.0

86.4

21.5

19.2

0.6

4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

JR、私鉄

バス

タクシー

町や学校、会社、社会団体からの送迎車

自家用車

オートバイ、自転車

徒歩

その他

不明

N(総数)=1,479

 
図表11－１ 日常の行動圏域＜20歳以上・単純＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）頻繁に利用する交通手段について 

〇頻繁に利用する交通手段は自家用車。 

・ 頻繁に利用する交通手段は「自家用車」が86.4％と群を抜いています。次いで「オートバ

イ、自転車」が 21.5％、「ＪＲ、私鉄」が 21.2％と並んでおり、「徒歩」が 19.2％と続い

ています。 

 

図表11－２ 頻繁に利用する交通手段＜20歳以上・単純＞ 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

日常の買い物
（食料品、日用品）

高級衣料品や電化製品、
家具などの購入

車やオートバイの購入

子どもの参考書や自分の
趣味の本などの購入 

文化活動や習い事に行く

映画、コンサート、スポーツ
観戦などの娯楽施設に行く

公園、広場などの利用

グラウンド・体育館などの
体育施設の利用

日帰りの行楽に出かける

外食する

入院

病気やケガの治療や通院

通勤・通学

いなべ市 桑名市 四日市市 東員町 鈴鹿市 その他桑名郡 その他県内 その他県外 不明
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31.5

8.8

14.2

19.2

8.0

12.7

2.8

2.8

0% 10% 20% 30% 40%

同居したい、している

同居したいがしていない

同居したくない

同じ敷地内で別々の生活をする、している

最初は別居して、ゆくゆくは同居する、している

わからない

その他

不明

N(総数)=1,479

 

（３）３世代の同居について 

〇約３割の人が同居したいと考えている、もしくは同居しています。 

・ ３世代同居の考えについては、「同居したい、している」が31.5％と最も高く、次いで「同

じ敷地内で別々の生活をする、している」が19.2％、「同居したくない」が14.2％となって

います。 

 

図表11－３ ３世代の同居＜20歳以上・単純＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12．まちづくりの評価と今後の意向について 

 

（１）最近良くなったものとこれから力を入れるべきもの 

〇良くなったものは下水道の整備。これからは若者の定住が求められています。 

・ 最近良くなったものは、「下水道の整備」が55.5％と最も高く、次いで「買い物の便利さ」

が34.4％、「ゴミ（リサイクル）・し尿処理」が34.1％となっています。 

・ またこれから力を入れるべきものは、「若者の定住」が26.5％と最も高く、次いで「公共

交通機関の利便性」が26.2％、「保健・医療体制の充実」が24.8％となっています。 
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自然環境

消費者保護

上水道の整備

下水道の整備

ゴミ（リサイクル）・し尿処理

学校教育環境の整備

青少年健全育成の対策

児童・高齢者・障害者福祉
体制の充実

公民館、コミュニティセンター
などの文化交流施設

スポーツ施設

保健、医療体制の充実

防災対策

防犯対策

公害対策

N(総数)=1,479
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企業誘致
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事業の振興

文化財の保護

男女共同参画社会の推進

ＩＴ（情報通信技術）の推進

ボランティアの支援

住民相互の
連帯意識の高揚

若者の定住

市のイメージアップと
個性あるまちづくり

人権意識の高揚

近隣市町との
連携によるまちづくり

その他

不明

最近良くなったもの これから力を入れるべきもの

 

図表12－１ 良くなったもの・これから力を入れるべきもの＜20歳以上・単純＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■最近良くなったものとこれから力を入れるまちづくりとの関連 

・ 最近良くなったものとこれから力を入れるべきものの関連を散布図に表してみると、Ａ群

は、満足度が高くなく、これから力を入れるべきと考えられている項目群であり、「若者の

定住」「公共交通機関の利便性」「保健、医療体制の充実」「児童・高齢者・障害者福祉体

制の充実」が含まれています。Ｂ群は、ある程度の満足度はあるものの、今後も一定の取り

組みが求められているものであり、「買い物の便利さ」「ゴミ（リサイクル）・し尿処理」

「国道など広域的な幹線道路」の整備が含まれています。Ｃ群は、これまでの施策の中で最

も満足度が高く、今後の要望としては低いもので、「下水道の整備」があげられています。 
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体制の充実
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公共交通機関の利便性

 

図表12－２ 良くなったもの・これから力を入れるべきもの＜散布図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各群の位置付け 

Ａ 群：最近のまちづくりでは満足度が低く、今後の要望度は高い。 

Ｂ 群：最近ある程度良くなった施策であり、今後の要望度はあまり高くない。 

Ｃ 群：最近特に良くなった施策で満足度が高く、今後の要望度は低い。 
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37.5

30.0

19.2

5.2

17.4

5.7

32.8

6.4

9.5

7.4

11.6

0.9

5.5

26.7

21.4

2.0

2.4

6.6

45.0

13.0

26.5

2.4

6.8

35.1

1.8

1.3

0% 20% 40% 60%

緑地や田園風景を大切にした田園都市

住宅スペースにゆとりがあり、道路・街路樹など
生活環境が整備された住みよいまち

産業が活発で、活力のあるまち

丘陵地のレジャー開発で身近で
余暇活動ができるまち

市外からも通勤・通学・レジャーなどで
人が集まってくる活気のあるまち

イベントや祭りが盛んな活気づいたまち

優しさあふれる、心あたたかな福祉のまち

健康で、スポーツの盛んなまち

教育・文化の香り高いまち

若々しくエネルギッシュなまち

娯楽施設が整い、ショッピングが
楽しめるまち

その他

不明

N(総数)=20歳以上の住民：1,479

　　　　　　 中学生　　　　　：  453

 

（２）いなべ市の将来像について 

〇緑豊かで生活環境が整備された優しさあふれる福祉のまち。 

・ 将来のまちへの期待については、「緑地や田園風景を大切にした田園都市」が37.5％と最

も高く、次いで「優しさあふれる、心あたたかな福祉のまち」が32.8％、「住宅スペースに

ゆとりがあり、道路・街路樹など生活環境が整備された住みよいまち」が30.0％となってお

り、憩いや安心感のある住環境の整備されたまちづくりが求められています。 

・ 中学生は「イベントや祭りが盛んな活気づいたまち」「娯楽施設が整い、ショッピングが

楽しめるまち」「緑地や田園風景を大切にした田園都市」「健康でスポーツの盛んなまち」

への回答が高くなっています。 

 

図表12－３ いなべ市の将来像＜20歳以上・単純＞ 
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4.9

8.6

6.4

13.0

6.4

14.9

12.8

16.1

5.5

2.8

1.4

7.2

0% 10% 20% 30% 40%

まちづくりを考える自主的な組織・活動に参加したい

要請があれば参加する

みんながまとまるならば参加したい

なんらかのかたちで参加したいとは思っている

メンバーとして拘束されるのは困るが、提言とか
アドバイザー的に参加したい

仕事や社会活動を通じて貢献したい

積極的な参加はしないが、自分なりのまちづくりに
対する姿勢はもっている　　

まちづくりへの関心はある

まちづくりは役所の人や議員に任せている

関心はない

その他

不明

N(総数)=1,479

参加志向の層：

19.9％

間接的参加

志向の層：34.3％

関心のある層：

28.9％

関心のない・

人任せの層：8.3％

 

13．まちづくりへの参加意識について 

 

（１）まちづくりに対する考え・気持ち 

〇５割強の人がまちづくりに参加したいと考えています。 

・ まちづくりに対する参加の気持ちについて、各項目を４つの層に分類すると、『間接的参

加志向の層』が34.3％と最も高く、次いで『関心のある層』が28.9％、『参加志向の層』が

19.9％、『関心のない・人任せの層』が8.3％となっています。 

・ 間接的参加・参加志向の層を合わせると５割強の人が、参加したいと考えていることが分

かり、協働のまちづくりに向けてこの層へのアプローチを進めることが必要です。また、『関

心のある層』への啓発など積極的な働きかけも重要です。 

 

図表13－１ まちづくりへの考え・気持ち＜20歳以上・単純＞ 
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47.2

28.3

23.9

31.8

25.6

11.6

10.8

29.4

5.9

5.9

21.5

1.6

10.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

美化清掃活動

自然保護活動

福祉ボランティア活動

自治会活動

リサイクル活動

青少年の健全育成活動

スポーツ振興活動

交通安全や防犯・防災活動

都市交流活動

国際交流活動

地域おこしの活動

その他

不明

N(総数)=1,479

 

（２）今後参加意向のある自主的活動について 

〇美化清掃活動や自治会活動への参加意向が高くなっています。 

・ 自主的な活動の参加意向については、「美化清掃活動」が47.2％と最も高く、次いで「自

治会活動」が31.8％、「交通安全や防犯・防災活動」が29.4％、「自然保護活動」が28.3％

となっており、身近な地域の運営面や課題に対応した活動が上位となっています。 

 

図表13－２ 参加意向のある自主的活動＜20歳以上・単純＞ 
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3.2

3.7

3.2

0.8

0.6

54.2

24.7

1.6

0.7

1.8

5.3

11.0

9.3

6.8

4.2

2.2

29.1

26.7

2.4

2.2

4.9

1.1

0% 20% 40% 60%

白色

黄色

だいだい色

赤色

茶色

緑色

青（空）色

紫色

ねずみ色

その他

不明

20歳以上の住民 中学生N(総数)=20歳以上の住民：1,479

　　　　　中学生　　　　　　：  453

 

14．いなべ市のイメージについて 

 

（１）いなべ市に似合う色 

 

■全体の傾向 

〇いなべ市に似合う色は緑が５割以上、次いで青（空）色。 

・ 「緑色」が54.2％と群を抜いており、豊かな田園や丘陵地の緑がイメージされていると予

想されます。次いで「青（空）色」が24.7％となっています。 

・ 活気を表す「黄色」や「だいだい色」は 3％台、マイナスイメージのある「紫色」や「ね

ずみ色」は1％前後と低くなっています。 

・ 中学生のアンケート調査と比較すると、「緑色」への回答は約25ポイント上回り、「青（空）

色」ではやや低くなっています。 

 

図表14－１ いなべ市に似合う色＜単純＞ 
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23 .2

21 .2

17 .0
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11 .9

26 .5

18.3

28.5

6.8

51.9

45 .0
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50 .6

47.0

40.4
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37 .1

41 .1
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11.7

21 .4

16 .8

23.2

11 .9

14 .3

9.9

31 .6

4.6

4 .4

7.9

6 .8

12 .4

4 .4

6 .2

5 .3

16 .8 0.0

0.2

1.3

0.7

0.4

0 .2

0 .0

0.0

0 .2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア　明るいまちである

イ　素ぼくなまちである

ウ　清潔なまちである

エ　活気のあるまちである

オ　特色のあるまちである

カ　ふれあいや連帯感のある
あたたかなまちである

キ　郷土に誇りを持って
いるまちである

ク　住みよい（住みやすそうな）
まちである

ケ　閉鎖的なまちである

そう思う やや思う 普通 さほど思わない 思わない 不明

 

（２）いなべ市のイメージについて思うこと 

〇４割から５割弱の人が、住みよく、あたたかなまちだと思っています。 

・ 中学生が持っているいなべ市のイメージは、「そう思う」「やや思う」を合わせた肯定意

見の上位項目をみると、「住みよい（住みやすそうな）まちである」が 47.5％と最も高く、

次いで「ふれあいや連帯感のあるあたたかなまちである」が42.6％、「素ぼくなまちである」

が38.6％となっています。 

・ 20歳以上は「素朴」が特に高くなっています。 

 

図表14－２ いなべ市のイメージ＜中学生・単純＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表14－３ いなべ市のイメージ＜20歳以上・単純＞ 

 

 

 

 

 

 

 

Ｎ(総数)＝453 
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7.3

11.6
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6.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

素朴

明るい
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閉鎖的

活気がある

その他

不明

N(総数)=1,479
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藤原地区

15.0%

大安地区

12.5%

北勢地区

57.5%

員弁地区

15.0%

不明

0.0%

N(総数)=40

5.0

15.0

25.0

12.5

22.5

15.0

2.5

0.0

2.5

0.0

0% 10% 20% 30% 40%

１～４人

５～９人

１０～２９人

３０～４９人

５０～９９人

１００～２９９人

３００～４９９人

５００～９９９人

１，０００人以上

不明

N(総数)=40

 

Ⅲ 事業者アンケート調査の結果 
 

１．事業者の属性 

 

（１）所在地 

・ 集計対象となった事業者の所在地は、「北勢地区」が57.5％と半数を超えており、他の地

区は１割台となっています。 

 

図表１－１ 所在地＜事業者・単純＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）従業員数 

・ 従業員数は、「10～29人」が25.0％と最も多く、次いで「50～99人」が22.5％となって

おり、100人未満の規模の事業者が８割となっています。 

 

図表１－２ 従業員数＜事業者・単純＞ 

 

 

 

 

 

 



 28 

17.5

37.5

27.5

17.5

0.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40%

企業活動が行いやすい

どちらかといえば
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どちらともいえない

どちらかといえば
企業活動が行いにくい

企業活動が行いにくい

不明

N(総数)=40

0.0

55.0

2.5

2.5

10.0

2.5

10.0

5.0

10.0

2.5

0% 20% 40% 60%

建設業

製造業

電気・ガス・水道業

運輸・通信業

卸売・小売業

飲食店

金融・保険業・不動産業

サービス業

その他

不明

N(総数)=40

 

（３）業種 

・ 業種については、「製造業」が55.0％と半数を超えています。次いで「卸売・小売業」「金

融・保険業・不動産業」がそれぞれ10.0％で並んでいます。 

 

図表１－３ 業種＜事業者・単純＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．企業活動上の地域環境について 

 

（１）企業活動が行いやすい地域かどうか 

〇半数以上が『企業活動が行いやすい』と回答しています。 

・ いなべ市が企業活動を行いやすいかどうかについては、「企業活動が行いやすい」及び「ど

ちらかといえば企業活動が行いやすい」を合わせると、『企業活動が行いやすい』への回答

は、55.0％と半数を超えています。一方、「企業活動が行いにくい」への回答は 0.0％とな

っています。 

 

図表２－１ 企業活動の行いやすさ＜事業者・単純＞ 
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交通が不便である

様々な情報が手に入りにくい

従業員の確保がむずかしい

地価や人件費が高い

原材料や部品、商品の
入手に時間がかかる

周辺の生活環境が
整備されていない

産業技術基盤が
立ち遅れている

制度的優遇措置（税等）
が整っていない

試験研究機関が少ない

産学官の連携・交流が
少ない

災害や治安の面で
不安がある

その他
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（２）企業活動上でいなべ市の良い面・悪い面 

〇良い面は、地価や人件費が安いこと。悪い面は、交通が不便なこと。 

・ 企業活動上でいなべ市の良い面は、「地価や人件費が安い」及び「災害や治安の面で心配

がない」がともに32.5％と最も高くなっています。 

・ 一方、悪い面については、「交通が不便である」が67.5％と群を抜いており、円滑な企業

活動に向けた交通網の充実が求められます。 

 

図表２－２ 企業活動上の良い面＜事業者・単純＞   図表２－３ 企業活動上の悪い面＜事業者・単純＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．今後の企業活動に必要なことついて 

 

（１）企業活動上、今後取り組むべきこと 

〇今後取り組むべきことは、担い手・後継者や技術者といった人材の確保・育成。 

・ 「担い手・後継者の育成」が35.0％と最も高く、次いで「技術者の養成・確保」が30.0％、

「職場環境の充実」が25.0％となっています。「海外への進出」及び「リストラ（事業再構

築）」は0.0％となっています。 
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図表３－１ 今後取り組むべきこと＜事業者・単純＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）必要な交通基盤整備について 

〇今後必要な交通基盤は、「国道、県道などの幹線道路」が６割。 

・ 今後必要な交通基盤整備については、「国道、県道などの幹線道路」が60.0％と最も高く、

次いで「高速道路」が45.0％、「公共交通（鉄道、バス）」が42.5％となっており、今後、

道路交通基盤の整備が求められます。 

 

図表３－２ 必要な交通基盤＜事業者・単純＞ 
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スポーツ・レクリエーション施設

その他

不明

N(総数)=40

 

（３）事業所周辺に必要な施設について 

〇事業所周辺に必要な施設は、「住宅や宅地」が４割。 

・ 事業所周辺に求められる施設は、「住宅や宅地」が40.0％と最も高く、従業員にとって身

近な住まいが求められていることが分かります。次いで「商店街やショッピングセンター」

が27.5％、「総合病院などの医療機関」が22.5％となっています。 

 

図表３－３ 事業所周辺に必要な施設＜事業者・単純＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．環境問題への取り組みついて 

 

（１）環境問題への取り組み 

〇環境問題への取り組みは、ごみの減量・活用及びその技術開発が６割弱。 

・ 環境問題への取り組みについては、「産業廃棄物（事業所ごみ）の減量・活用及びその技

術開発」が57.5％と群を抜いています。次いで「エネルギーの節減」及び「リサイクル製品

やリサイクル原料の使用」がともに30.0％で並んでおり、「従業員に対する環境保全に関す

る意識の啓発」が27.5％となっています。 
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5.0

30.0

2.5

17.5

27.5

2.5

0.0

0% 20% 40% 60%

産業廃棄物（事業所ごみ）の減量・活用
及びその技術開発

エネルギーの節減

水の循環利用や廃水処理

公害（騒音、振動、排液、ばい煙など）の防止

廃棄物としての焼却や埋め立てをしても
環境に害のない製品の製造

リサイクル製品やリサイクル原料の使用

環境保全のための研究・開発

地域における環境保全活動の
実施、協力

従業員に対する環境保全に関する
意識の啓発

その他

不明

N(総数)=40

 

図表４－１ 環境問題への取り組み＜事業者・単純＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．誰もが働きやすい環境づくりについて 

 

（１）少子・高齢化を踏まえた誰もが働きやすい環境づくりについて 

〇誰もが働きやすい環境づくりは、定年延長や女性の再雇用の普及が４割。 

・ 誰もが働きやすい環境づくりについては、「定年延長や女性等の再雇用の普及」が40.0％

と最も高く、次いで「省力化機器の導入など就業環境の整備」及び「育児、介護、家事等に

対する支援」がともに27.5％、「高齢者や女性のための職業能力教育、研修の充実」が25.0％

と、上位は高齢者や女性の雇用・就業環境支援が多くなっています。 
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0% 10% 20% 30% 40%

情報関連産業の育成・誘致

情報関連技術者の
育成・招へい

情報教育の充実

光ファイバー網など
情報通信基盤の整備

企業が情報化を進めることに
対する技術的・財政的支援

情報化に向けた産学官の連携

行政サービスの情報化の推進

企業情報の保護などの安全対策

その他

不明

N(総数)=40
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高齢者や女性のための
職業能力教育、研修の充実

就職に関する情報提供の
充実

定年延長や女性等の
再雇用の普及

労働時間などの
労働条件の改善

省力化機器の導入など
就業環境の整備

育児、介護、家事等に
対する支援

従業員の健康管理や
安全管理の充実

Ｕターン、Ｉターンなどの促進

外国人労働者の
就業環境の整備

その他

不明

N(総数)=40

 

図表５－１ 誰もが働きやすい環境づくり＜事業者・単純＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．情報化について 

 

（１）企業活動や産業発展に役立つ情報化の方向性について 

〇情報化で大切なことは、光ファイバー網など情報通信基盤の整備が４割弱。 

・ 情報化にあたって特に大切なことは、「光ファイバー網など情報通信基盤の整備」が37.5％

と最も高く、基盤の整備が求められています。次いで「企業が情報化を進めることに対する

技術的・財政的支援」及び「行政サービスの情報化の推進」がともに32.5％なっています。 

 
図表６－１ 情報化で大切なこと＜事業者・単純＞ 
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はい
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いいえ

55.0%

不明

2.5%

N(総数)=40
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0% 20% 40% 60% 80%

高齢者福祉

障害者福祉

健康づくり

自然環境保護

清掃・美化

公害防止

ごみ・リサイクル

消費者問題

まちづくり

交通安全・防犯

防災

教育・生涯学習

スポーツ

芸術・文化の振興

人権問題

国際交流・平和貢献

産業振興

地域交流

その他

不明

N(総数)=40

 

７．地域活動等について 

 

（１）地域活動等への取り組み状況 

〇地域活動等に取り組んでいる事業所は４割強。 

・ 地域活動等に取り組んでいるかどうかを尋ねたところ、「はい」が42.5％、「いいえ」が

55.0％と取り組んでいない事業所が過半数となっています。 

 
図表７－１ 地域活動への取り組み状況＜事業者・単純＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）取り組んでいる地域活動 

〇取り組んでいる地域活動は、環境に関することが上位を占めています。 

・ 事業所が取り組んでいる地域活動は、「ごみ・リサイクル」が70.0％と最も高く、次いで

「公害防止」が52.5％、「清掃・美化」が50.0％となっており、環境面に関する取り組みが

多く、市の自治会活動等とのさらなる連携が求められます。 

 
図表７－２ 取り組んでいる地域活動＜事業者・単純＞ 

 

 

 



 35 

はい

27.5%

不明

40.0%

いいえ

32.5%

N(総数)=40

 

（３）事業所の福利厚生施設や人材との交流について 

〇４事業所のうち１か所の割合で交流は可能。 

・ 事業所の福利厚生施設の市民利用や事業所のサークル・人材等と市民との交流・連携が可

能かどうかについては、「はい」が27.5％と約４事業所のうち１か所の割合となっています。 

 

図表７－３ 施設・人材と市民との交流について＜事業者・単純＞ 

 

 

 


